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11地域男女別人口の比較

特に、山古志地域では10年間で35％以上減少している
山古志地域以外の全地域で女性の転出者が多く、市全体で男性より女性が約2,000人多く転出している
地区別男女別の人口の比較は別紙

H26年とR６年の人口を比較すると11地域全てで減少しており、10年間で約８％減少
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※各年外国人含む
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新潟県

全国

 2011年に一度1.50まで回復したものの、その後は減少傾向にあり、2022年は1.37となっている
⾧岡市は2010年以降、全国、新潟県よりも高い数値で推移している

【出典】
合計特殊出生率：令和５年福祉保健年報（新潟県）

2010年以降、全国、新潟県よりも高い数値になっており、2022年は1.37で微増
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【出典】
⾧岡市統計年鑑 婚姻率、離婚率は人口100人に対する率

婚姻組数は2012年の1,260組から10年間で約30％減少し、881組となっており、婚姻率も年々減少している
離婚率は2012年以降ほぼ横ばいで推移しており、年間約300組となっている

婚姻組数は年々減少しており、2022年は881組で 10年間で約30％減少
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自然増減・社会増減の推移

【出典】
住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（総務省統計局）

⾧岡市は2000年までは自然増であったが、2001年以降は自然減に転じている。減少人数は年々増加傾向
にあり、2024年には2,395人の自然減となっている

 1995年以降社会減が続いており、2024年には549人の社会減となっている

2001年以降、自然減及び社会減による人口減少が継続。2024年は2,944人/年の減少
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総人口の推計
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【出典】
1985年－2020年：国勢調査（総務省統計局）
2025年―2050年：日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）（国立社会保障・人口問題研究所）

総人口は年々減少の見込み。2035年には年少人口が総人口の９％に
総人口は、1995年の293,250人をピークに年々減少。次期総合計画最終年度の2035年には233,826人とな
る見込みとなっている

 14歳以下の年少人口は、2035年に21,871人となり、総人口の９％となる見込み
 15歳から64歳の生産年齢人口は、2035年に129,200人となり、2020年から約22,500人減少。総人口の約
55％となる見込み

 65歳以上の老年人口は、2035年に82,755人となり、総人口の約35％を占める見込み
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将来人口推計（人口ピラミッド）
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 2020年と2050年を比較すると男女ともに0～74歳まで全てで人口が減少する見込みとなっている
 75歳以上は男女ともに増加傾向にあり、2050年では、75～79歳の階層が最も多くなる見込みとなっている

【出典】
2020年：国勢調査（総務省統計局）
2050年：日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年

推計）（国立社会保障・人口問題研究所）

2050年は、男女ともに75～79歳の階層が最も多くなり、74歳以下は全て減少
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出生数のトレンド
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 2014年から2024年までの出生数を基に、2025年以降の出生数のトレンドを作成
出生数は年々減少し、これまでと同様の減少（74人/年）が続いた場合、2029年には出生数が1,000人を
下回る見込み

出生数が現在のペースで減少した場合、2029年に出生数が1,000人/年を下回る可能性
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長岡市人口の将来展望

国立社会保障・人口研究所（以下、「社人研」という）が令和５年４月に公表した「日本の将来人口推計」
では、計画最終年度の2035年に233,825人、2050年に197,104人となる見通し

現在の人口減少の傾向が今後も続くと、2035年には社人研推計を約7,600人下回る見込み
 2035年に出生率上昇（1.37→1.5）、社会増減均衡（▲566→0）を達成した場合、社人研推計を約1,800人上
回る見込み
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【出典】
日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）（国立社会保障・人口問題研究所） 8


